
  

付注
付注2－1    若年離職率の世代効果

近年、失業が失業者の現在直面している雇用環境のみでなく、過去に経験した雇用環境によっても左右
されるいわゆる「世代効果」の可能性が着目されている。世代効果は、個々人を、年齢や学歴等が異な
ることに伴い労働市場への参入時期に異同が生じる「世代」としてとらえ、世代間の入職時の雇用環境
や人口規模の違いが雇用の安定性や所得水準に与える持続的な影響を分析するものである。

ここでは、近年上昇が顕著な若年層の失業率に関連して、景気悪化局面を通じて高まりのみられる離職
率について、世代効果の観点から分析した。現在(学卒後3年目)の離職率を学卒入職時点と現在の雇用環
境から説明するモデルであり、推計式は次のとおり。

学卒後3年目離職率＝定数項＋b×(学卒求人倍率)＋c×(学卒後3年目求人倍率)＋d×(タイムトレンド)

推計は高卒と大卒の学歴と卒業年の違いから「世代」に分けて下表のように行った。

・学卒求人倍率：高卒は厚生労働省「新規学卒者の労働市場」による卒業した年の6月時点で把握
した学卒求人倍率、大卒はリクルートワークス研究所「大卒求人倍率調査」による卒業前年6月時
点の調査による数値。 

・離職率：厚生労働省職業安定局調べによる各年卒業者の3年目の離職率。3年目離職率は、2年目
までに離職した人数を除いたものを2年目期末の残存人数とし、これに対する3年目離職者の比率と
して試算したものを用いた。 
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付注
付注3－1    構造的・摩擦的失業率(均衡失業率)の推計について

1.    UV曲線の推計について

UV曲線の推計は、「平成13年版労働経済の分析」と同様に構造変化の状況を検討し、安定的な形状が得
られると考えられる期間を特定した。また、誤差項の系列相関を考慮し、実際の推計は一般化最小二乗
法により行った。
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付注
付注3－1    構造的・摩擦的失業率(均衡失業率)の推計について

2.    UV曲線の推計結果

雇用失業率、欠員率の季節調整済四半期系列を使用して、次式を推計。

ln(u)＝α＋βln(v)

u：雇用失業率 v：欠員率

推計結果
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付注
付注3－1    構造的・摩擦的失業率(均衡失業率)の推計について

3.    構造的・摩擦的失業率の算出

上記推計結果を用いて、次式により構造的・摩擦的失業率を算出(1976年1～3月期～1982年10～12月期
のβについては、1)と2)のβを期間に応じて加重平均。1994年1～3月期以降は、3)で使用したβを使用
(2001年10～12月期時点において、UV曲線が安定的な関係にあるかどうか特定しがたいため))。

uとvが等しくなる失業率(均衡雇用失業率)をu*として、

ln(u*)=(ln(u)-β・ln(u))/1-β u：雇用失業率 v：欠員率

均衡失業者数をUとすると、雇用者数(EE)、就業者数(E)より、就業者ベースに換算した構造的・摩擦的失
業率(均衡失業率)u**は、

U=EE/100-u* u**=(U/(E+U))×100(%)
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付注
付注3－2    就職率・充足率分析について

年齢別 *有効求人数、有効求職者数、就職件数(各年10月)について計測
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職業別 *新規求人数、新規求職者数、就職件数(各年8月)について計測

雇用形態別 *新規求人数、新規求職申込件数、就職件数(年間月平均)について計測
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付注
付注3－3    構造的・摩擦的失業率と景気変動の関係

第3－2図 、付注3－1で推計した需要不足失業率、構造的・摩擦的失業率の実質GDPに対する弾性値を次
式により推計した。ただし、誤差項に1次の系列相関があると仮定し、推計には最尤法を用いた。

UR＝a＋blnGDP＋cTIME

UR：失業率(需要不足失業率、構造的・摩擦的失業率)

GDP：実質GDPの四半期データ(3期移動平均値を使用)

TIME：タイムトレンド

推計結果(推計期間は1985年7～9月期～2001年7～9月期)
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付注
付注3－4    オークン係数の計測

オークン係数とは、実質国民所得の変化率(成長率)の失業率の変化幅に対する比率を示すものである。
オークン係数は、失業率の増減が経済成長に与える影響を測るのに用いることができる。また逆に、失
業率を1％低下させるために必要な経済成長率を示すのにも利用できる。オークン係数の上昇(低下)は、
失業率の変化に対する経済成長の変化率(成長率)の比率が高まっている(低下している)ことを示す。

さて、わが国におけるオークン係数の計測結果は以下のとおりである。この結果からは、バブル崩壊後
特に経済状況に対する失業率の反応が高まったとはいえない。

推計結果

総務省統計局「労働力調査」、内閣府「国民経済計算」により推計。

推計式：ln(100－UR)＝a＋blnGDP＋cTIME オークン係数：1/b

UR：完全失業率

GDP：実質GDP(1979年以前については、68SNAの伸び率を用いて93SNAの値を接続)

TIME：タイムトレンド
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付注
付注3－5    雇用調整速度の計測

次の式により雇用調整関数を推計し、雇用調整速度を計測した。

lnL＝a＋blnX＋cln(W/R)＋dlnL－1

四半期データについて計測、物価を除き季節調整値。

1－dが雇用調整速度( )内はt値

推計結果

(全産業)

L：雇用者数

X：実質GDP(1979年以前は、68SNAの伸び率を用いて93SNAの値を接続)

W：現金給与総額指数 R：国内卸売物価総平均

(製造業)

L：雇用者数(厚生労働省労働政策担当参事官室にてセンサス局法ⅱ(X－11)により季節調整)

X：鉱工業生産指数 W：現金給与総額指数

R：国内卸売物価工業製品
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(サービス業)

L：雇用者数(厚生労働省労働政策担当参事官室にてセンサス局法ⅱ(X－11)により季節調整)

X：経済活動別国内総生産(93SNA、サービス業、実質)(Goldstein Khan法により四半期化し、1989年以
前は68SNAの伸び率を用いて1990年1～3月期の実質GDPの値を接続することで求め、また2001年は第3
次産業活動指数(サービス業)の伸び率を用いて2000年10～12月期の値を接続した。)

W：現金給与総額指数

R：経済活動別国内総生産(93SNA、サービス業)のデフレーター(Goldstein Khan法により四半期化
し、1989年以前は68SNAの伸び率を用いて1990年1～3月期の名目GDPと実質GDPの値を接続することで
求め、また2001年は、消費者物価指数(帰属家賃を除くサービス)の伸び率を用いて2000年10～12月期の
値を接続した。)
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付注
付注4－1    産業別の相対賃金の日米比較

製造業を100とした全産業平均の賃金(以下「相対賃金」という)をみると、日本では101と、製造業の水
準を若干上回っている。これは、非製造業の賃金が製造業より高いことを示している。これに対し、ア
メリカでは製造業を100とした全産業平均の相対賃金は97と、製造業の水準を下回る。すなわち、アメリ
カでは非製造業の賃金は、製造業の賃金より低い。

産業別にみると、電気・ガス業、通信業、金融・保険・不動産業で相対賃金が高いという傾向は日米共
通しているが、日本の方が、これらの産業の相対賃金が高い。

この逆に、建設業は、日本では製造業より低いが、アメリカでは製造業より高く、他の産業と比べても
かなり高い。

産業別賃金(製造業＝100、時間あたり賃金.2001年)
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付注
付注4－2    輸出・輸入の高付加価値化

1 財務省「貿易統計」の輸出・輸入価格指数は、ある品目分類に属する個々の貿易取引額の合計を
取引数量の合計で除することで求めている。このため、この価格変化には、物価上昇分だけでな
く、品目の品質・性能の変化による価格変動や高付加価値品目の構成比の変化による価格変動と
いった付加価値の変動分が含まれることになる。 

2 日本銀行「卸売物価指数」の輸出・輸入物価指数はある分類内の特定銘柄についての価格調査に
基づき作成されており、1のような品質変化分については調整がなされている。 

3 そこで、「貿易統計」の輸出・輸入価格指数と「卸売物価指数」の輸出・輸入物価指数の価格変
動を比較することで、輸出・輸入の高付加価値化の状況を捉えることができる。具体的には、「貿
易統計」の輸出・輸入価格指数を「卸売物価指数」の輸出・輸入物価指数で除したもの変化率を求
め、この数値が上昇していれば全体として輸出・輸入の高付加価値化が進んだとみなせる。 

4 我が国についてこの数値を計算してみると、1990年以降輸出の高付加価値化が進んでいることが
分かる。輸入についてみると、1996年には上昇がみられたものの、低付加価値化が進んでいるとい
える。 

輸出・輸入の高付加価値化の推移
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付注
付注5－1    事業所規模別一般労働者とパート労働者の増減別事業所割合(2000

年)

事業所規模別一般労働者とパート労働者の増減別事業所割合(2000年)
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付注
付注6－1    フロー分析法による失業期間について

フロー分析法による「失業期間」とは、労働力調査が同一の者に対して2か月連続で調査していることを
活用して、前月と今月とでの労働力状態の変化から(これをまとめたものが、「フローデータ」とな
る。)、失業が発生してから失業状態が終了するまでの期間を確率的に求めるものである。

具体的には、フローデータからフロー確率行列を作成するとともに長期的な「定常状態(前月と今月とで
就業、失業、非労働力の構成比に変化が生じない状態)」を想定し、そこから「失業発生率(1か月に発生
する失業発生件数の労働力人口に対する割合)」、「失業継続期間(失業が発生してから失業が終了するま
での期間の期待値)」を推計することになる。以下、フロー確率行列の設定から失業発生率、失業継続期
間の試算方法まで、順にみていくこととする。
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付注
付注6－1    フロー分析法による失業期間について

1    フロー確率行列

15歳以上人口を就業、失業、非労働力の3つの就業状態に区分し、それぞれ状態1、状態2、状態3という
ことにする。これらの状態が前月と今月でどのように変化したかを調査した結果を「フローデータ」と
いうが、このフローデータを用いてフロー確率行列を作成することができる。

「フロー確率行列」というのは、次のようなaijを並べた行列のことであり、以下、Aという記号で表すこ
とにする。

aij＝前月に状態jであった者の人数のうち今月状態iになった人数の割合

例えば、a21は、就業者(状態1)のうち翌月に失業者(状態2)となった者の割合である。

フロー確率行列を用いると、前月の就業、失業、非労働力の構成比と今月の構成比を簡単な数式で関係
づけることができる。すなわち、t月における状態iの人数の15歳以上人口に対する割合をxi(t)とし、これ
を並べた行列をX(t)とすれば、X(0)とX(1)の間に次の関係がある。ここで、前月を0月、今月を1月と置い
た。

X(1)＝AX(0) ・・・(1)

ただし、
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付注
付注6－1    フロー分析法による失業期間について

2    定常状態

(1)式において、前月と今月で就業、失業、非労働力の構成比にまったく変化が生じないという状態を考
える。すなわち、次の式が成立するようなX*である。

X*＝AX* ・・・(2)

これは、各就業状態において1か月間の流入数と流出数が一致する状態であるともいえる。このような状
態をAによって定まる「定常状態」と呼ぶことにする。

一般に、フロー確率行列Aが長期的に安定していれば、就業、失業、非労働力の構成比は必ず定常状態に
収束することが分かっている。実際はフロー確率行列自体が月々変動するのであるが、それでもその変
動の大きさに比べて定常状態への収束のスピードが大きいため、現実の姿は各時点のフロー確率行列に
より定まる定常状態に近いものになる。

以下、定常状態における就業、失業、非労働力の15歳以上人口に対する割合をそれぞれl、u、nと記すこ
とにする。
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付注
付注6－1    フロー分析法による失業期間について

3    1か月未満の流出入を考慮したフロー確率行列

上記のaij(i≠j)は、1か月間に状態iに移動した件数のうち1か月後の調査時点にも状態iに留まっているも
ののみを計上したものである。実際には、いったん状態iに移った後、同じ月のうちに他の状態に出て
いってしまった者もいるため、本当の移動件数の割合はaijより大きいと考えられる。

そこで、1か月間の状態jから状態iへの総移動件数の、状態jの人数に対する割合をbijと置き、それらを並
べた行列をBとする。このBは、いわば1か月未満のフローを考慮したフロー確率行列である。ただし、i
＝jの場合は、

とする。

現在のところフローデータは1か月単位で調査したものしかないので、このBを直接計測することはでき
ない。しかし、「単位期間内のjからiへの移動件数は、jの人数に比例する。」という仮定の下で、Bは次
の式で推計される。

B＝1＋log(A) ・・・(3)

ここで、log(A)というのは、通常の対数関数log(y)をべき級数に展開したときの変数yに行列Aを代入して
得られる行列である。

また、上記の定常状態X*については、(2)式と同様な次の式が成立する。

X*＝BX* ・・・(4)
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付注
付注6－1    フロー分析法による失業期間について

4    失業率、失業発生率、失業継続期間

「失業発生率」とは、1か月間に発生する失業件数の労働力人口に対する割合、「失業継続期間」とは失
業が発生してから失業状態が終了するまでの期間の期待値であることから、これらの指標及び失業率は
次の式で推計される。

定常状態の失業率＝u/(l＋u) ・・・(5)

失業発生率＝(b21l＋b23n)/(l＋u) ・・・(6)

失業継続期間＝1/(b12＋b32) ・・・(7)

ここで、失業継続期間の推計式は次のようにして導かれる。失業が発生してからt期間継続する確率を
P(t)、失業継続期間をTとすると、Tは一般に次の式で推計される。

一方、失業からの流出率が一定だとすれば、P(t)は次の式で表される。P(t)＝exp(－(b12＋b32)t) ・・・
(9)

(9)式を(8)式に代入して(7)式を得る。

なお、推計式(5)～(7)と(4)式から、次の関係があることが分かる。

定常状態の失業率＝失業発生率×失業継続期間

(参考文献) 労働省「労働白書(平成7年版)」付注－1
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付注
付注7－1    ILO統計家会議決議について

1982年10月18日から29日にかけて開催された第13回ILO統計家会議において、「労働力、就業、失業及
び不完全就業に関する決議」が採択された。

その決議において、失業の定義は以下のとおり定められた。

失業(Unemployment)

10 (1)「失業者(unemployed)」は、調査期間中に次に該当する一定年齢以上のすべての者からな
る。

(a) 「仕事を持たず(without work)」すなわち、第9項で定義されている有給就業又は自営就業では
なく、

(b) 「現在就業可能(currently available for work)」すなわち、調査期間中有給就業又は自営就
業に就業可能であり、かつ、 

(c) 「仕事を探していた(seeking work)」すなわち、最近の一定期間中に有給就業又は自営就
業に就業するため明確な手段を講じた者。明確な手段とは、公営又は私営の職業紹介所への
登録、使用者に対する求職申し込み、作業現場、農場、工場、市場、その他の集合場所への
出頭、新聞広告への応募、友人又は親戚への依頼、自分の企業を設立するため土地、建物、
機械又は設備を探すこと、資金の調達、許可及び免許の申請を行うこと、 

などである。 

(2) 通常の求職方法が十分に利用できない場合、労働市場が大部分未組織であるか範囲が限定され
ている場合、労働力の吸収がその時点で不十分な場合、又は労働力の大部分が自営就業者の場合に
は、上記(1)の失業に関する標準的な定義は、仕事を探していたという基準を緩和して、適用するこ
とができる。 

(3) 現在就業することができるという基準の適用に当たって、とくに上記(2)に示されている状況に
おいては、国の実情に適用するよう適切な審査基準を開発すべきである。このような審査基準は、
現在の就業希望と過去の就業経験、その地域の一般条件による賃金もしくは俸給の仕事につく意
志、又は必要な資金、施設があれば自営就業に従事する用意があること、などを考慮して定めるこ
とができる。 

(4) 失業の標準定義に組み込まれている仕事を探しているという基準にかかわらず、仕事がなくか
つ現在仕事に従事することができる者であって、調査期間後のある時期に有給就業への従事又は自
営就業活動の開始のための用意を整えた者は、失業者とみなすべきである。 

(5) 仕事ときちんとした結び付きがなくその仕事から一時的に離れている者であって、現在就業可
能でかつ仕事を探している者は、失業の標準的定義に従って失業者とみなすべきである。しかしな
がら、一時的なレイオフの場合には、各国はその国の事情や政策によって仕事を探しているという
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基準を緩和することができる。このような場合、一時的にレイオフされている者であって、仕事を
探していないが失業と分類された者は、別個の区分に分類すべきである。 

(6) 学生、主婦、及びその他調査期間中主として非経済的活動に従事している者であって、上記
(1)、(2)で設定された基準を満たす者は、他のカテゴリーの失業者と同じ基準で失業者とみなすべ
きであり、可能であれば、別個に区分すべきである。 

資料出所 中沢牧生『労働統計の発展とILO』日本労働協会(1989年)P.121～P.122
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付注
付注7－2    主要国の失業率及び失業者について

付注7－2 主要国の失業率及び失業者について

付注7－2 主要国の失業率及び失業者について
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付注
付注7－3    労働力調査 調査票

付注7－3 労働力調査 調査票
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付注
付注7－4    過剰雇用の推計について

ここでは、第3章で用いた雇用調整関数を労働時間も組み入れた形に変形して過剰雇用者数を推計する。
雇用調整関数を以下のようにおく。

lnLH＝a＋b・lnX＋c・ln(W/RH)＋d・lnLH－1 ・・・1)

L：雇用者数、H：総実労働時間指数、X：実質GDP、W：現金給与総額指数、R：国内卸売物価総平均

ここで、LH＝LH-1となるマンアワーが長期均衡のマンアワーであることから、LH＝LH-1＝LH*とおく
と、毎期の過剰マンアワーは、LH－LH*となる。

1)式にLH＝LH-1＝LH*を代入すると、

1991年4～6月期から2001年10～12月期を計測期間として1)の回帰分析を行った時、各係数は以下のとお
り(( )内はt値。)。

a：1.97(1.27)、b：0.10(1.45)、c：－0.07(－1.91)、d：0.73(6.94)

(注：賃金については、ボーナス等の影響で10～12月期の変動が大きくなるため、四半期データではなく
年データを用いている。) 上記の各係数の値、及び各期のX、W、R、Hの値を2)式に代入してLH*を求
め、総実労働時間指数で除すことにより適正雇用者数を導出する。導出された適正雇用者数と実際の雇
用者数との差が、各期の過剰又は不足雇用者数となる。

ここで問題となるのが、総実労働時間をどのように設定するかであり、設定により過剰雇用者数が異な
る。ここでは、1991年4～6月期から2001年10～12月期の総実労働時間指数の平均値でLH*を除すことに
する。この場合、以下のような推計結果となった。

(2001年10～12月期時点)

113万人の過剰雇用(総実労働時間指数：102.1)

(注)総労働時間指数は、2000年が100。

なお、推計期間を1997年7～9月期から2001年10～12月期とした場合、決定係数は良くなり、また1期前

平成14年版 労働経済の分析



の労働投入量(マンアワーベース)以外の各係数のt値も改善されるが、この場合、過剰雇用者数は52万人
となっている。

過剰雇用者数の推移
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付注
付注8－1    事業所の開設事期と雇用変動

1991年から1996年にかけての雇用の増減において、新規開業した事業所の影響がどの程度あったかをみ
ると、1992年から1996年までに設立された新しい事業所による新規雇用とその後の雇用拡大が盛んであ
り、100万人以上の新規雇用を生み出している。その一方で、1990年や1991年に設立された事業所の廃
業に伴う雇用の減少も大きく、新規開業した企業の廃業による雇用喪失も生じていると考えられる。

雇用増減別、開設時期別、雇用変化量(1991－96年)
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付注
付注9－1    転職入職率の推計結果

付注9－1 転職入職率の推計結果
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付注
付注9－2    プロビット分析による転職の成功要因

ここでは、転職の成功を

1)転職後の賃金が増加した場合、 

2)転職までに要した期間が3ヶ月以内であった場合 

とし、労働者の属性、労働移動の種類、前職や現職の就業内容といった事項が転職の成否(転職後の賃金
や転職までに要する期間)にどのような影響を与えているかを定量的に示し、転職についての分析を行っ
た。分析にあたっては、雇用動向調査2000年のマイクロデータを利用し、以下のようなプロビットモデ
ルを構築した。

なお、データの記述統計量及び推計結果は表のとおりである。

推計結果からいえることは以下のようなことである。

賃金・離職期間ともに30歳以上の各年齢層では年齢ダミーの係数がマイナスの有意な係数となってい
る。また、非自発的失業ダミーについても賃金・離職期間ともにマイナスの有意な係数となっている。
管理職ダミーについては賃金面でマイナスの有意な係数となっている。以上のことから、雇用削減の対
象となりがちな中高年層では転職が成功しにくいという結果となっており、転職事情の厳しさを伺わせ
る。

次に学歴に注目してみると、大卒文系ダミーや大卒理系ダミーの係数が賃金・離職期間ともにプラスの
有意な係数となっており、転職の成否は学歴にも左右されているといえる。

移動の種類についてみると、まず産業内移動では、不動産業ダミーで賃金・離職期間ともにプラスの有
意な係数となっている。また、金融保険業内移動のダミーでは賃金でプラスの有意な係数となってい
る。金融保険業や不動産業では、それぞれの業界内で役に立つ専門的知識が評価されることから、産業
内の転職が成功しやすいと考えられる。また、職種内移動では、賃金面・離職期間面ともに専門技術的
職業内移動のダミーと生産労務的職業内移動のダミーがプラスの有意な係数となっている。以上の結果
から、産業内や職種内の移動においても、専門的な職業知識が重視されるような移動については、前職
と同じような仕事を選択することにより転職が成功しやすいといえる。

また、都道府県別の有効求人倍率については離職期間の短さに対してプラスに寄与しており、離職期間
の長さが地域の労働需給に影響されることを示している。

記述統計量
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